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で、法的には自営 に従事できなかった。大卒者と医療関係者は、革命政府が社会的な投 をより多く行い 革命体制に献身することをより強く要求してき
63 アジ研ワールド・トレンド No.222 （2014. 4）
















































































































































































































































































































































































































de desarrollo para los in
ici-
os d
el siglo X
X
I, C
ali: P
on
-
tificia U
n
iversidad Javerian
a 
C
ali, y S
o
cial S
cien
ce R
e-
search C
oun
cil.
⑦
 坂
口
安
紀［
二
〇
一
三
］「
ベ
ネ
ズ
エ
ラ『
チ
ャ
ベ
ス
な
き
チ
ャ
ビ
ス
モ
』
マ
ド
ゥ
ロ
政
権
の
誕
生
」『
ラ
テンアメリカ・レポート』三〇巻二号。
⑧
 山
岡
加
奈
子［
二
〇
〇
九
］「
米
国
におけるキューバ人ディアスラ―特別な地位から同化へ」駒
井
洋
監
修、
中
川
文
雄・
田
島
久
歳・山脇千賀子編著『ラテンアメリカン・ディアスポラ』叢書グローバル・ディアスポラ
　
第
六巻
　
第二章。
⑨
 ─
［
二
〇
一
二
］「
ラ
ウ
ル
政
権
の
経
済
改
革
」『
ラ
テ
ン
ア
メ
リ
カ
・
レ
ポ
ー
ト
』
N
o.2
9
　
V
ol.1
。
キューバ革命体制の生存戦略 ―経済・政治改革の行方―
